
　
高山駅西地区複合・多機能施設整備基本計画策定に係る

民活導入アンケート調査結果について
（市外事業者）

令和６年１月

実施期間：令和５年10月19日～１１月７日
配付企業：３４社
回収企業：19社　※回収率＝56%



　【設問１】地域経済活性化への民活導入効果

　駅西地区における民活導入は、一定の経済効果が発現するとの意見が72.2％を占めており、整
備運営主体となる民間事業者の観点からも導入の有効性が示唆されている。



　【設問２】複合・多機能施設等への参画可能性の有無

◆参画領域での差異はあるものの、本施設への参画の関心度は高く、回答企業18社のうち17社が
「関心あり」の意向を示している。
◆回答企業の半数以上が建設企業であり、関心の高い領域は「設計・施工」が61.１％を占めている。
◆整備手法及び役割分担等の検討は必要となるが、立地条件、施設機能を鑑みた場合、民間事業者
の参画は、期待可能と評価できる。

民間事業者の
参画が

期待できる



　【設問３】参画可能性の高い配置パターン

◆最も高い参画可能性を有する配置パターンは、案１が88.2％と最も高く、民活導入の最適エリア
と評価できる。
◆評価の主因は、敷地形状、既存施設のサービスを停滞させない、利用者アクセス等となっている。
◆一方、懸念事項は、立体駐車場と施設の動線、民有地での整備、搬入車両導入等となっている。

〇既存施設の撤去不要
〇現市民文化会館のサービスを停滞させ
ない
〇周辺交通の影響が低い
〇最も集客しやすい立地
〇敷地形状の整形

〇立体駐車場と施設の間に道路があり、利
用者動線がネック
〇民有地での整備
〇大型トラック等の車両動線への配慮

案１のパターン
が最適な民活導入

エリアと評価



　【設問４】大ホールの席数

◆アンケート対象企業がホール系施設を専門としない企業が多いため「わからない」との回答が最
も多い結果となった。
◆席数を回答した企業も現状施設の席数を基準とした回答が見受けられ、2,000席規模のホール
を妥当とする企業は、ゼロ回答であった。

「わからない」回答が
最も多い

2,000席以上の
回答はゼロ



　【設問5-1】複合・多機能施設に係る参画可能性の高い事業手法

◆施設特性等を鑑み、運営重視型の整備手法が有用との見解から、DBO、PFI等の設計、建設、維
持管理運営を包括した整備手法が参画可能性を高める手法としての評価が高い。
◆維持管理・運営のみとなる指定管理者制度、コンセッション方式の評価は低調となっている。
◆建設企業は、DB手法（最も力を発揮できる）を期待する声も見受けられる。
◆DB＋サービスプロバイダーの回答は５件と低調なのは、比較的新しい方式であり、事例も少な
いことから、認識されていないことが原因と推定される。

〇維持管理・運営のしやすい施設整備が必要
〇維持管理・運営を想定した設計・建設によりサー
ビス向上を図る
〇建設企業はDB方式が最も力を発揮できる

〇DB方式を採用する場合は、運営者も同時公募
〇連帯責任に関する契約を避けてほしい
〇PFIは手続きが煩雑なため、参加企業が限定
〇民間提案制度の導入も有効

PFI,DBO方式
が最も評価が高い



　【設問5-1-2】複合・多機能施設の事業期間（設計・施工）

4年～５年の
回答が最も多い

◆4年～５年程度の期間が37.5％と最も高い妥当な工期として回答されている。
◆今後のヒアリング等において、設計・工事期間の内訳を確認するとともに、整備年度の社会情勢
を踏まえた期間を検証する必要がある。



　【設問5-1-2】複合・多機能施設の事業期間（維持管理運営）

１５年の
回答が最も多い

◆1５年程度の期間が４４．４％と最も高い妥当な工期として回答されている。
※PFI等の維持管理運営期間は、１５年程度の期間設定が一般的な傾向にあり、経験や事例等を判
断基準としていると推察される。



〇複合施設との一括発注に対応可能。
〇駐車場単独での参画は想定していない。
〇独立採算型の事業は不採算が懸念。

　【設問5-2】駐車場に係る参画可能性の高い事業手法

DBOの
回答が最も多い

◆DBO方式の回答が25.0％と最も高い回答となっているが、その他の手法も均衡している。
◆大規模事業を手がける民間事業者は、複合・多機能施設との一括発注に対応可能との回答であっ
た。

〇独立採算の可能性がある場合は、コンセション
方式も可能性あり。



　【設問5-2-2】駐車場の事業期間（設計・施工）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３年の回答が
最も多い

◆３年の期間が21.4％と最も高い妥当な工期として回答されている。



　【設問5-2-2】駐車場の事業期間（維持管理運営）

１５年、
15年～20年の
回答が最も多い

◆1５年､15年～20年の回答が21.4％と最も多い回答結果となっている。
※PFI等の維持管理運営期間は、１５年程度の期間設定が一般的な傾向にあり、経験や事例等が判
断基準としていると推察される



　【設問5-3】コスト削減

空白回答が多いためヒアリング
で再確認する必要あり

◆提示資料がイメージ図レベルの影響もあり、3%～5％程度の削減率を回答する企業も見受けら
れたが、大部分の企業が空白回答であった。
※今後ヒアリング等で再確認する必要性が高い。



　【設問６-1】民間サービス施設の関心度

◆導入施設（映画館、ショッピングセンター）が対象企業の実績のない領域であることも影響し、半
数が「関心なし」の回答であった。
◆関心ありの回答は、２社であった。
◆「条件付きで関心あり」の条件は、施設整備費の公費負担、テナント方式の回答であった。

半数が
「関心なし」
の回答整備費の公費導入、テナント方式の条件等、

独立採算性を見込めない回答が多く、導入
にあたっての検討が必要



　【設問6-2】民間サービス施設の独立採算の可能性

◆マーケット情報等が不足しており、わからない回答が64.7％と最も高い回答であった。
◆可能と回答した企業は1社のみであった。
◆設問6-1の条件として要望された、施設整備費、テナント方式であれば可能との回答も散見され
たが、完全な独立採算（民設民営）は実現性が低いと評価できる。

わからない
の回答が
最も高い

独立採算性の実現性が低い回答が多いた
め、ヒアリングにて確認する必要



　【設問6-３】民間サービス施設の整備方針

　　　　　　

◆どちらでもよいとの回答がもっとも多い結果となった。
◆DB方式採用時の民間サービス施設の費用負担等、合築規定による参画意欲の低下（運営者未定
での設計・施工）等、今後のヒアリングで調査を行う必要がある。

どちらでも
の回答が
最も高い



　【設問6-4-1・２】映画館・ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀーの参画可能性

◆映画館は可能性なしの回答が60％と最も高く、ショッピンセンターは、条件次第で可能性ありの
回答は53.3％と可能性なしを上回っている。
◆条件としては、公費導入、運営者の先行募集等が挙げられている。

〇施設整備費の補助、指定管理料の支払い
〇分棟によるリスク転換
〇運営事業者の先行募集
〇ホールでの映画上映

〇運営事業者の先行募集
〇大規模用地の確保

可能性なし
の回答が
最も高い

条件次第
の回答が
最も高い



　【設問6-5】民間サービス施設の導入機能（アイディア）

◆空白回答が多い中、ホテル、カフェ、インバウンド対応の施設の提案が見受けられた。
◆また、まちづくり計画を策定することを提案する意見もあった。



　【設問７】収益還元の導入

◆わからないの回答がもっとも多い結果となった。
◆損失時の公共からの補填を求める声あり。
◆懸念コメントとしては、民間収益施設からの還元は困難、収益還元はメリットに値しないとの意見
も見受けられた。

わからない
の回答が
最も高い

〇還元率等の具体的な条件次第
〇事業者のモチベーションアップに寄与する
〇損失時の公共からの補填も検討すべき
〇駐車場であれば対応可能

〇現文化会館の料金収入では還元できるほ
どの利益が捻出できない
〇民間収益施設からの還元は困難
〇収益還元はメリットにならない



　【設問８】リスク分担案

◆見直し必要の回答が68.8％の結果となった。
◆リスク内容として、社会変動、物価高騰等、現在の社会経済動向を鑑みた要望が見受けられる。
◆提案書作成に関する費用負担を公共に求める声もあった。

〇議会リスクは公共とすべき
〇社会状況変動リスク（料金収入等）は公共
〇技術革新リスクの追加
〇設備機器等の納入遅延リスクは公共も負
担（不可抗力事由の場合）
〇入館者数変動リスクは公共とすべき
〇物価高騰リスクは要検討
〇公募時の提案費用を公共負担　等

見直しが
必要の回答が

高い



　【設問９】段階的整備導入時の参画可能性

◆明確な期間設定等の提示があれば参画の可能性を有する意見はあるが、全体的には、ややネガ
ティな傾向となっている。
◆参画意欲の低下を懸念する意見も見受けられた。



　【設問１０】エリアマネジメントの関心度

◆わからないとの回答が高いが、関心ありの回答も均衡している。
◆エリアメジメント導入に際しては、費用の確保、マネジメント団体の公募、収益還元の導入（再投資）
等の費用面及び活動団体確保の必要性を期待する声がある。
◆具体的には、観光客対策、オフィスビル、インキュベート施設、イベント、新たな観光スポットの開
発等の提案があった。

わからない
の回答が
高い

〇エリマネ実施の費用の確保
〇古い町並との連携
〇エリマネを担う事業者の参画（公募）
〇収益の再投資の仕組みづくり
〇東西の交流促進

〇観光客向けの物販施設
〇市民団体の組成、市民参加
〇オフィスビルの整備
〇まちづくり協議会の組成
〇イベント、新たな観光スポット開発



　【設問１1】包括的な整備運営の有効性

◆サービス向上と経済合理性が均衡した結果となっているが、サービス向上の回答が最も高く、包
括運営の重要性が評価されている。
◆有効性の具体論として、多様な効果発現、利便性向上、コスト削減等の意見が挙げられている。

サービス向上
の回答が
高い〇複数施設の窓口の一本化

〇駐車場との連携は効果あり
〇一体化による効果発現
〇スケールメリット
〇共通サービスによる利便性向上
〇まちづくりの観点で集約化は有効
〇にぎわい創出と維持管理費の抑制



　【設問１２】市への要望事項

◆地元企業の活用検討、物価スライドの導入等、地域要件及び物価リスクに関する声が挙げられて
いる。


